
１．平成16年12月期の業績（平成16年1月1日～平成16年12月31日） 

※ 上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで
おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 

平成16年12月期 個別財務諸表の概要 
平成17年2月17日

会社名 株式会社レインズインターナショナル 登録銘柄   

コード番号 ２６８８ 本社所在都道府県 東京都 

(URL http://www.reins.co.jp)

本社所在地 東京都港区六本木６丁目１０番１号 六本木ヒルズ森タワー２９F 

代表者 役職名 代表取締役社長 

  氏名 大内 勇一 

問い合わせ先 責任者役職名 常務取締役経営戦略本部長     

  氏名 福井 克明 ＴＥＬ （ 03 ） 5775 － 2001 

決算取締役会開催日 平成17年2月17日 中間配当制度の有無 有 

定時株主総会開催日 平成17年3月29日 単元株制度採用の有無 無 

(1)経営成績 （注）記載金額は百万円未満は切り捨てて表示しております。

  売上高 営業利益 経常利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年12月期 31,977 (△21.8) 2,112 (△43.2) 2,000 (△45.5)

15年12月期 40,888 ( 79.8) 3,716 ( 55.0) 3,673 (  40.8)

  当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

株主資本 

当期純利益率 

総資本 

経常利益率 

売上高 

経常利益率 

  百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

16年12月期 101 (△94.2) 910 33 888 02 0.6 5.4 6.3

15年12月期 1,753 ( 54.0) 78,106 25 77,880 32 22.4 16.3 9.0

（注） ①期中平均株式数 16年12月期 111,579株 15年12月期 22,448株

  ②会計処理の方法の変更 無 

  ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。 

(2)配当状況  

  
１株当たり年間配当金 配当金総額 

（年間） 
配当性向 

株主資本 

配当率   中間 期末 

  円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

16年12月期 2,500 00 1,250 00 1,250 00 258 255.4 1.2

15年12月期 7,500 00 2,500 00 5,000 00 183 10.5 1.6

    

(3)財政状態  

  総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

  百万円 百万円 ％ 円 銭

16年12月期 46,690 21,604 46.3 176,600 98

15年12月期 27,957 11,534 41.3 445,930 40

（注） ①期末発行済株式数 16年12月期 122,729株 15年12月期 25,866株

  ②期末自己株式数 16年12月期 394株 15年12月期 －株

２．平成17年12月期の業績予想（平成17年1月1日～平成17年12月31日）  

  売上高 経常利益 当期純利益 
１株当たり年間配当金 

中間 期末   

    百万円   百万円   百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 10,000   △860   △950   1,250 00  ―  ― 

通 期 12,500   600   500    ― 1,250 00 2,500 00

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期） 4,087円13銭
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５．個別財務諸表等 
(1) 貸借対照表 

  
前事業年度 

（平成15年12月31日） 
当事業年度 

（平成16年12月31日） 
対前年比

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

増減
（千円） 

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

１．現金及び預金 ※３  7,803,389   4,528,872  △3,274,517 

２．売掛金   2,262,230   728,297  △1,533,933 

３．完成工事未収入金   4,294,956   1,039,564  △3,255,392 

４. 未成工事支出金   －   23,782  23,782 

５．商品   80,063   87,324  7,261 

６．前渡金   1,029   －  △1,029 

７．前払費用   203,520   524,197  320,677 

８．繰延税金資産   134,530   47,776  △86,754 

９．短期貸付金 ※１  137,960   115,738  △22,222 

10．未収入金   1,018,461   1,488,681  470,220 

11．その他   307,849   231,786  △76,063 

貸倒引当金   △25,655   △7,491  18,164 

流動資産合計   16,218,335 58.0  8,808,532 18.9 △7,409,803 

Ⅱ 固定資産          

(1）有形固定資産          

１．建物  4,898,239   5,601,990     

減価償却累計額  979,299 3,918,940  1,298,288 4,303,702  384,762 

２．構築物  70,081   67,349     

減価償却累計額  12,545 57,535  18,576 48,772  △8,763 

３．器具及び備品  372,397   499,378     

減価償却累計額  209,039 163,358  302,822 196,556  33,198 

４．土地   63,446   63,446  － 

５．建設仮勘定   51,745   44,921  △6,824 

有形固定資産合計   4,255,026 15.2  4,657,399 10.0 402,373 

(2）無形固定資産          

１．ソフトウェア   75,392   144,390  68,998 

２．電話加入権   11,987   14,030  2,043 

３. 営業権   －   32,130  32,130 

４．その他   382   348  △34 

無形固定資産合計   87,762 0.3  190,900 0.4 103,138 
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前事業年度 

（平成15年12月31日） 
当事業年度 

（平成16年12月31日） 
対前年比

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

増減
（千円） 

(3）投資その他の資産          

１．投資有価証券   361,030   425,935  64,905 

２．関係会社株式   1,646,165   26,842,768  25,196,603 

３．関係会社長期貸付
金 

  2,325,308   2,232,000  △93,308 

４．長期前払費用   211,429   369,099  157,670 

５．繰延税金資産   321,039   359,395  38,356 

６．敷金・保証金   2,647,570   3,022,857  375,287 

７．長期貸付金   144   －  △144 

８．その他   41,504   9,814  △31,690 

貸倒引当金   △157,986   △228,000  △70,014 

投資その他の資産合
計 

  7,396,207 26.5  33,033,870 70.7 25,637,663 

固定資産合計   11,738,995 42.0  37,882,170 81.1 26,143,175 

資産合計   27,957,330 100.0  46,690,702 100.0 18,773,372 

         
 

- 3 - 



  
前事業年度 

（平成15年12月31日） 
当事業年度 

（平成16年12月31日） 
対前年比

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

増減
（千円） 

（負債の部）          

Ⅰ 流動負債          

１．買掛金 ※１  2,843,923   955,178  △1,888,745 

２．工事未払金   3,922,115   665,949  △3,256,166 

３．短期借入金   －   100,000  100,000 

４．一年以内返済予定長
期借入金 

  1,544,000   3,219,000  1,675,000 

５．未払金   1,222,971   1,320,520  97,549 

６．未払費用   7,988   38,243  30,255 

７．未払法人税等   982,170   178,562  △803,608 

８．未払消費税等   222,608   4,892  △217,716 

９．前受収益   14,893   18,080  3,187 

10．預り金   244,255   177,996  △66,259 

11．賞与引当金   29,061   33,125  4,064 

12．その他   334,155   165,658  △168,497 

流動負債合計   11,368,143 40.7  6,877,206 14.7 △4,490,937 

Ⅱ 固定負債          

１．長期借入金   4,343,000   17,461,500  13,118,500 

２．預り保証金   539,893   706,790  166,897 

３．その他   171,858   40,723  △131,135 

固定負債合計   5,054,751 18.0  18,209,014 39.0 13,154,263 

負債合計   16,422,895 58.7  25,086,221 53.7 8,663,326 
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前事業年度 

（平成15年12月31日） 
当事業年度 

（平成16年12月31日） 
対前年比

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

増減
（千円） 

（資本の部）          

Ⅰ 資本金 ※２  3,561,387 12.7  8,759,926 18.8 5,198,539 

Ⅱ 資本剰余金          

(1）資本準備金  3,813,687   8,994,983     

資本剰余金合計   3,813,687 13.6  8,994,983 19.3 5,181,296 

Ⅲ 利益剰余金          

(1）利益準備金  7,896   7,896   － 

(2）当期未処分利益  4,151,035   3,993,945     

利益剰余金合計   4,158,932 14.9  4,001,842 8.6 △157,090 

Ⅳ その他有価証券評価差
額金 

  428 0.0  16,237 0.0 15,809 

Ⅴ 自己株式 ※４  －    △168,508 △0.4 △168,508 

資本合計   11,534,435 41.3  21,604,481 46.3 10,070,046 

負債・資本合計   27,957,330 100.0  46,690,702 100.0 18,733,372 
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(2) 損益計算書 

  
前事業年度 

（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

対前年比

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

増減
（千円） 

Ⅰ 売上高          

１．直営店売上高  16,100,857   19,707,376     

２．フランチャイズ収入  4,614,159   4,265,862     

３．ＦＣ店舗工事関係収
入 

 10,332,139   3,183,055     

４．ＦＣ店舗物流関係収
入 

 9,240,514   3,324,455     

５．その他の営業収入 ※１ 601,096 40,888,767 100.0 1,497,110 31,977,860 100.0 △8,910,907 

Ⅱ 売上原価          

１．直営店売上原価          

(1）期首商品棚卸高  55,167   80,063     

(2）当期商品仕入高  5,236,573   6,276,813     

合計  5,291,740   6,356,876     

(3）期末商品棚卸高  80,063   87,131     

直営店売上原価  5,211,677   6,269,745     

２．フランチャイズ収入
原価 

 2,144,268   2,025,010     

３．ＦＣ店舗工事関係収
入原価 

 8,357,905   2,656,715     

４．ＦＣ店舗物流関係収
入原価 

 8,394,806   3,125,311     

５．その他の営業収入原
価 

※２ 55,102 24,163,761 59.1 121,160 14,197,943 44.4 △9,965,818 

売上総利益   16,725,006 40.9  17,779,916 55.6 1,054,910 
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前事業年度 

（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

対前年比

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

増減
（千円） 

Ⅲ 販売費及び一般管理費          

１．広告宣伝費  445,885   161,904     

２．役員報酬  124,019   175,364     

３．給料手当  4,788,468   5,865,273     

４．賞与  300,145   273,430     

５．賞与引当金繰入額  29,061   33,125     

６．法定福利費  289,265   394,079     

７．福利厚生費  25,134   31,056     

８．支払手数料  799,037   1,092,202     

９．地代家賃  1,819,761   2,335,951     

10．減価償却費  801,502   825,179     

11．リース料  751,286   940,693     

12．水道光熱費  725,186   943,289     

13．消耗品費  519,142   661,284     

14．衛生費  346,856   413,907     

15．貸倒引当金繰入額  48,017   －     

16．その他  1,196,046 13,008,817 31.8 1,520,999 15,667,740 49.0 2,658,923 

営業利益   3,716,188 9.1  2,112,176 6.6 △1,604,012 
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前事業年度 

（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

対前年比

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

増減
（千円） 

Ⅳ 営業外収益          

１．受取利息  36,154   34,758     

２．有価証券利息  4,906   6,457     

３．受取配当金  1,671   1,314     

４．賃貸不動産収入  86,273   206,351     

５．失効ポイント収益  －   45,434     

６．受取手数料  －   68,887     

７．その他  117,503 246,508 0.6 88,562 451,766 1.4 205,258 

Ⅴ 営業外費用          

１．支払利息  135,315   210,588     

２．社債利息  44   －     

３．新株発行費  10,151   49,794     

４．為替差損  14,843   16,812     

５．賃貸不動産家賃  93,539   250,612     

６．その他  34,962 288,858 0.7 35,228 563,035 1.8 274,177 

経常利益   3,673,838 9.0  2,000,906 6.3 △1,672,932 

Ⅵ 特別利益          

１．固定資産売却益 ※３ －   667     

２．貸倒引当金戻入益   －   19,581     

３. 受取補償金   120,000   －     

４. その他  － 120,000 0.3 24,696 44,945 0.1 △75,055 

Ⅶ 特別損失          

１．固定資産除却損 ※４ 222,601   743,578     

２．固定資産売却損   －   72,692     

３．投資有価証券評価損  4,999   －     

４．加盟契約解除損  40,871   214,056     

５．関係会社株式評価損  69,999   －     

６．貸倒引当金繰入額  118,000   －     

７．加盟権償却  94,266   －     

８．リース解約損  －   302,710     

９．その他  89,341 640,079 1.6 369,781 1,702,819 5.3 1,062,740 

税引前当期純利益   3,153,758 7.7  343,032 1.1 △2,810,726 
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前事業年度 

（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

対前年比

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

増減
（千円） 

法人税、住民税及び
事業税 

 1,611,839   203,906     

法人税等調整額  △211,485 1,400,354 3.4 37,551 241,458 0.8 △1,158,896 

当期純利益   1,753,404 4.3  101,573 0.3 △1,651,831 

前期繰越利益   2,452,280   4,021,705  1,569,425 

中間配当額   54,650   129,333  74,683 

当期未処分利益   4,151,035   3,993,945  △157,090 
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ＦＣ店舗工事関係収入原価明細書 

 （注） 原価計算方法は、個別原価計算によっております。 

(3) 利益処分案 

  
前事業年度 

（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 材料費   967,964 11.6  314,328 11.8 

Ⅱ 外注費   7,389,940 88.4  2,342,387 88.2 

ＦＣ店舗工事関係収入原価   8,357,905 100.0  2,656,715 100.0 

        

  
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成16年３月26日） 

当事業年度 
（株主総会承認予定日 
平成17年３月29日） 

対前年比

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 
増減
（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益   4,151,035  3,993,945 △157,090 

Ⅱ 利益処分額        

配当金  129,330 129,330 153,411 153,411 24,081 

Ⅲ 次期繰越利益   4,021,705  3,840,534 △181,171 
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重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

 (3）デリバティブ 

原則として時価法 

(3）デリバティブ 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品 

最終仕入原価法 

商品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属設備を除

く）については定額法）を採用してお

ります。 

 なお、主な耐用年数は以下の通りで

あります。 

(1）有形固定資産 

同左 

 建物 10～50年

建物附属設備 ３～15年

構築物 ３～40年

器具及び備品 ２～15年

 

 (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。なお、

自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

 (3）長期前払費用 

 定額法を採用しております。 

(3）長期前払費用 

同左 

４．繰延資産の処理方法 (1）新株発行費 

 支出時に全額費用として処理してお

ります。  

(1）新株発行費 

同左 

 (2）社債発行差金 

 社債償還の期限内に毎期均等額を償

却しております。 

────── 

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は期末日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。 

同左 

 

- 11 - 



項目 
前事業年度 

（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えて、支給見

込額に基づき計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）閉店損失引当金 

 当社は、店舗閉店に伴い発生する損

失に備え、合理的に見込まれる不動産

賃借中途解約金、原状回復費等の閉店

関連損失見込額を計上しております。 

７．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

８．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 原則として、繰延ヘッジ処理を採用

しております。なお、特例処理の要件

を満たしている金利スワップ取引につ

いて、特例処理を採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

金利スワップ 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

 ヘッジ対象 

借入金 

ヘッジ対象 

同左 

 (3）ヘッジ方針 

 当社規定に基づき、借入金にかかる

金利変動リスクをヘッジしておりま

す。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動又はキャッシ

ュ・フロー変動の累計を比較し、その

変動額の比率によって有効性を評価し

ております。ただし、特例処理によっ

ている金利スワップについては、ヘッ

ジ手段の想定元本等とヘッジ対象の元

本が一致しており、金利スワップの特

例処理の要件に該当すると判定される

ため、当該判定をもって有効性の判定

に代えております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

イ）消費税等の会計処理方法 

 税抜方式を採用しております。 

ロ）自己株式及び法定準備金の取崩等に

関する会計基準 

 当事業年度から「自己株式及び法定

準備金の取崩等に関する会計基準」

（企業会計基準第1号）を適用してお

ります。これによる当事業年度の損益

に与える影響はありません。  

 なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表の

資本の部については、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。  

イ）消費税等の会計処理方法 

同左 

────── 

 ハ）１株当たり情報 

 「１株当たり当期純利益に関する会

計基準」（企業会計基準第２号）及び

「１株当たり当期純利益に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第４号）が平成14年４月１日以後

開始する事業年度に係る財務諸表から

適用されることになったことに伴い、

当事業年度から同会計基準及び適用指

針によっております。なお、これによ

る影響については、「１株当たり情報

に関する注記」に記載しておりま

す。   

────── 
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表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

１．前期において独立掲記しておりました「割賦購入未

払金」は、負債・資本合計の100分の１以下となったた

め、流動負債の「その他」に含めております。 

 なお、当期の流動負債の「その他」に含まれている

「割賦購入未払金」は、189,233千円であります。 

２．前期において独立掲記しておりました「割賦購入長

期未払金」は、負債・資本合計の100分の１以下となっ

たため、固定負債の「その他」に含めております。 

 なお、当期の固定負債の「その他」に含まれている

「割賦購入長期未払金」は、129,141千円であります。 

（損益計算書）  

 「リース解約損」は、前事業年度まで、特別損失の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当事業年

度において重要度が増した為、区分掲記しました。 

 なお、前事業年度末の「リース解約損」は32,724千

円であります。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成15年12月31日） 

当事業年度 
（平成16年12月31日） 

※１ 関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか、次のものがあります。 

※１ 関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか、次のものがあります。 

短期貸付金 137,411千円 短期貸付金 

買掛金 

114,327

492,807

千円 

千円 

※２ 授権株式数及び発行済株式総数 ※２ 授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数   普通株式 83,504株 

発行済株式総数 普通株式 25,866株 

授権株式数   普通株式 334,016株 

発行済株式総数 普通株式 122,729株 

※３ 当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行４行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契

約を締結しております。 

 この契約に基づく当期末の借入未実行残高は次の

とおりであります。 

※３ 当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行４行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契

約を締結しております。 

 この契約に基づく当期末の借入未実行残高は次の

とおりであります。 

当座貸越極度額 2,500,000千円 

借入実行残高 －千円 

差引額 2,500,000千円 

当座貸越極度額 2,500,000千円 

借入実行残高 －千円 

差引額 2,500,000千円 

※４ 自己株式  ※４ 自己株式  

       ──────   当社が保有する自己株式の数は、普通株式394株で

あります。  

５ 偶発債務 ５ 偶発債務 

債務保証 債務保証 

 次の関係会社について、金融機関からの借入等

に対し債務保証を行っております。 

 次の関係会社について、金融機関からの借入等

に対し債務保証を行っております。 

㈱アートフードインターナシ
ョナル 

555,982千円 

レッドロブスタージャパン㈱ 40,375千円 

㈱レインズフードレーベル 50,000千円 

㈱アートフードインターナシ
ョナル 

418,900千円 

レッドロブスタージャパン㈱ 29,608千円 

㈱レインズフードレーベル 50,000千円 

㈱エーエム・ピーエム・ジャ
パン 

467,775千円 

  ６ 配当制限 

 商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は428千円

であります。 

  ６ 配当制限 

 商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は16,237

千円であります。 
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（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

※１ その他の営業収入の内訳は以下のとおりでありま

す。 

※１ その他の営業収入の内訳は以下のとおりでありま

す。 

受取販売手数料 449,038千円 

その他の内装工事 14,000 

その他 138,058 

合計 601,096千円 

受取販売手数料 1,298,285千円 

その他の内装工事 － 

店舗運営売上 111,872 

その他 86,952 

合計 1,497,110千円 

※２ その他の営業収入原価の内訳は以下のとおりであ

ります。 

※２ その他の営業収入原価の内訳は以下のとおりであ

ります。 

その他の内装工事原価 13,300千円 

その他 41,802 

合計 55,102千円 

その他の内装工事原価 －千円 

店舗運営原価 89,821千円 

その他 31,338 

合計 121,160千円 

 ※３ 固定資産売却益の内訳は以下のとおりであります。

建物 －千円 

器具及び備品 － 

合計 －千円 

 ※３ 固定資産売却益の内訳は以下のとおりであります。

建物 －千円 

器具及び備品 667 

合計 667千円 

※４ 固定資産除却損の内訳は以下のとおりでありま

す。 

※４ 固定資産除却損の内訳は以下のとおりでありま

す。 

建物 146,152千円 

器具及び備品 19,028 

解体費用 24,086 

その他 33,333 

合計 222,601千円 

建物 537,384千円 

器具及び備品 21,028 

解体費用 182,218 

その他 2,945 

合計 743,578千円 
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（リース取引） 

（有価証券） 

※ 前事業年度（自 平成15年１月１日 至 平成15年12月31日）及び当事業年度（自 平成16年１月１日 至 

平成16年12月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却 
累計額  
相当額 
（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

建物付属
設備 

－ － － 

器具及び
備品 

3,228,529 1,169,209 2,059,320 

その他 389,615 175,397 214,217 

合計 3,618,145 1,344,607 2,273,537 

 
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却 
累計額  
相当額 
（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

建物付属
設備 

163 20 142 

器具及び
備品 

3,863,088 1,705,003 2,158,085 

その他 100,031 57,625 42,406 

合計 3,963,283 1,762,649 2,200,634 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 715,659千円 

１年超 1,594,845千円 

合計 2,310,504千円 

１年内 772,437千円 

１年超 1,494,579千円 

合計 2,267,016千円 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 693,642千円 

減価償却費相当額 649,025千円 

支払利息相当額 50,497千円 

支払リース料 863,202千円 

減価償却費相当額 811,977千円 

支払利息相当額 55,862千円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については利

息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 
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（税効果会計） 

項目 
前事業年度 

（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税

金負債の発生の主な原因

別の内訳 

(1）流動の部 (1）流動の部 

繰延税金資産   

未払事業税否認額 92,056千円 

未払事業所税否認額 8,313 

その他 34,160 

繰延税金資産合計 134,530千円 

繰延税金資産   

未払事業税否認額 12,050千円 

未払事業所税否認額 7,917 

その他 27,809 

繰延税金資産合計 47,776千円 

 (2）固定の部 (2）固定の部 

 繰延税金資産   

前受収益加算 13,551千円 

預り金否認額 74,688  

投資有価証券評価損 

否認 
83,170 

関係会社株式評価損 

否認 
76,140 

その他 74,246 

繰延税金資産合計 321,797千円 

繰延税金負債   

有価証券評価差額 757 

繰延税金負債合計 757 

繰延税金資産の純額 321,039千円 

繰延税金資産   

前受収益加算 3,229千円 

預り金否認額 55,041  

投資有価証券評価損 

否認 
83,519 

関係会社株式評価損 

否認 
119,569 

その他 109,194 

繰延税金資産合計 370,552千円 

繰延税金負債   

有価証券評価差額 11,157 

繰延税金負債合計 11,157 

繰延税金資産の純額 359,395千円 

２．法定実効税率と税効果会

計適用後の法人税等の負

担率との間の差異の原因

となった主な項目別の内

訳 

法定実効税率 42.1％ 

（調整）   

   

交際費等永久に損金に
算入されない項目 

0.8 

住民税均等割等 1.4 

その他 0.0 

税効果会計適用後の 
法人税等負担率 

44.4％ 

法定実効税率 42.1 ％ 

（調整）   

   

交際費等永久に損金に
算入されない項目 

8.8 

住民税均等割等 19.9 

その他 △0.4 

税効果会計適用後の 
法人税等負担率 

70.7 ％ 

 ３．地方税法の改正    繰延税金資産及び繰延税金負債の計

算に使用した法定実効税率は、地方税

法の改正(平成16年4月1日以降開始事

業年度より法人事業税に外形標準課税

を導入)に伴い、当事業年度における

一時差異等のうち、平成16年12月末ま

でに解消が予定されるものは改正前の

税率、平成17年１月以降に解消が予定

されるものは改正後の税率でありま

す。 

 この税率の変更により、当事業年度

末の繰延税金資産の金額(繰延税金負

債の金額を控除した金額)が12,695千

円減少し、当事業年度において費用計

上された法人税等調整額の金額が

12,695千円増加しております。 

       ────── 
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（１株当たり情報） 

 （注）１．平成16年２月20日付をもって、１株を４株に分割しております。なお、前事業年度の１株当たり当期純利益

は、株式分割が期首に行われたものとして算出しております。 

２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。 

前事業年度 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

  

 当会計年度から「１株当たり当期純利益に関する会

計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期

純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適

用指針第４号)を適用しております。なお、これによる

影響は軽微であります。 

１株当たり純資産額 445,930円40銭

１株当たり当期純利益 78,106円25銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 77,880円32銭

  

  

１株当たり純資産額  176,600円98銭

１株当たり当期純利益      910円33銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益      888円02銭

 
前事業年度 

(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（千円） 1,753,404 101,573 

普通株主に帰属しない金額（千円）     

普通株式に係る当期純利益（千円） 1,753,404 101,573 

期中平均株式数（株） 22,448 111,579 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

普通株式増加数（株） 65 77 

（うち新株予約権） (65) (77) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

平成13年３月23日 

定時株主総会決議 

ストックオプション 

(新株引受権方式) 

普通株式    720株 

平成16年３月26日 

定時株主総会決議 

ストックオプション 

(新株予約権方式) 

普通株式    2,214株 

  平成15年３月28日 

定時株主総会決議 

ストックオプション 

(新株予約権方式) 

 

普通株式    558株 
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１株当たり指標遡及数値 

（注）１．平成16年12月期に株式分割を実施 

効力発生日 平成16年２月20日に １：４の株式分割 

 
平成15年12月期 平成16年12月期 

中間 期末 中間 期末 

１株当たり当期純利益 8,291円83銭 19,526円56銭 236円51銭      910円33銭 

潜在株式調整後１株当たり

純利益 
8,257円51銭 19,470円08銭 230円46銭 888円02銭 

１株当たり純資産額 54,561円75銭 111,482円60銭 110,598円69銭  176,600円98銭 

（参考）遡及修正前の１株当たりの指標  

 
平成15年12月期 平成16年12月期 

中間 期末 中間 期末 

１株当たり当期純利益 33,167円34銭 78,106円25銭 236円51銭      910円33銭 

潜在株式調整後１株当たり

純利益 
33,030円07銭 77,880円32銭 230円46銭 888円02銭 

１株当たり純資産額 218,247円00銭 445,930円40銭 110,598円69銭  176,600円98銭 
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（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

１．平成15年11月12日開催の取締役会において、平成16

年２月20日付をもって、投資単位の引下げと流通株式

の増加により、投資しやすい環境の整備と当社株式の

流通活性化および株主数の増加を図るため、株式を分

割することを決議いたしました。 

(1) 平成16年２月20日付けをもって普通株式１株を４

株に分割する。 

① 分割により増加する株式数 

普通株式とし平成15年12月31日最終の発行済株

式総数に３を乗じた株式数とする。 

② 分割の方法 

平成15年12月31日最終の株主名簿および実質株

主名簿に記載された株主の所有普通株式１株に

つき４株の割合をもって分割する。 

(2) 配当起算日 

   平成16年１月１日 

  

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の

前期における１株当たり情報及び当期首に行われたと

仮定した場合の当期における１株当たり情報は、それ

ぞれ以下のとおりとなります。 

２．平成16年３月26日開催の定時株主総会において、当

社ならびに当社子会社の取締役および従業員の当社に

対する経営参画意識を喚起し、業績向上に対する貢献

意欲や士気をより一層高めることを目的として、商法

第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、以下

の要領により、ストックオプションとして新株予約権

を発行することを決議いたしました。 

 なお、ストックオプション制度の詳細は、「第４提

出会社の状況 １．株式の状況(7）ストックオプショ

ン制度の内容」に記載しております。 

(1）新株予約権の割当を受ける者 

 当社ならびに当社子会社の取締役及び従業員 

(2）新株予約権の目的たる株式の種類及び数 

 普通株式3,000株を上限とする。 

(3）新株予約権の総数 

 3,000個を上限とする（新株予約権１個当たりの目

的たる株式数は１株とする）。 

(4）新株予約権の発行価格 

 無償とする。 

前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資産額 

 46,827.24円 

１株当たり当期純利益 

 13,046.71円 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 

 12,991.52円 

１株当たり純資産額 

 111,482.60円 

１株当たり当期純利益 

 19,526.56円 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 

 19,470.08円 

１．平成17年２月17日開催の取締役会において、平成17

年３月29日開催予定の株主総会における承認を条件と

して、平成17年５月２日を期して、当社グループ内各

社への権限の委譲による意思決定のスピードアップ、

及びグループ全体の経営について、統一的かつ戦略的

な意思決定を行うため、外食事業その他全ての営業を

分割し、当社の100％子会社である株式会社アートフー

ドインターナショナル(分割後「株式会社レインズイン

ターナショナル」に商号変更予定)に承継するととも

に、当社は平成17年５月２日を期して、商号を「株式

会社レックス・ホールディングス」に変更し、持株会

社体制に移行することに決定いたしました。 

 また、会社分割と同時にレッドロブスタージャパン

株式会社(当社の100％子会社)の株式会社アートフード

インターナショナルへの吸収合併も実行し、グループ

内の外食事業の統合化を図ることにいたしました。  

  

２．平成16年12月24日開催の取締役会において、当社の

子会社である株式会社コスト・イズの長期為替予約締

結にあたり信用補完のため、当社が連帯保証を差入れ

ることを決議し、平成17年1月13日に実行致しました。 

商号 

株式会社レックス・ホールディングス 

(株式会社レインズインターナショナルよ

り商号変更予定) 

事業内容 
株式又は持分の保有によるグループ全体

の事業活動の支配・管理 

設立年月日 昭和62年６月27日 

所在地 東京都港区六本木六丁目10番1号 

資本金 8,759百万円 

総資産 33,906百万円 

決算期 12月 

分割期日 平成17年５月２日(予定) 

分割方式 

当社を分割会社とし、株式会社アートフ

ードインターナショナルを承継会社とす

る分社型吸収分割であります。 

保証金額 2,000百万円 

差入先 株式会社みずほ銀行 

対象取引 長期為替予約(対通貨：US＄) 

対象取引期間 
平成16年11月25日から 

平成19年11月25日 

対象取引金額 US＄3,000千×36回(毎月決済) 
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前事業年度 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

(5）新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額 

 新株予約権発行の日の属する月の前月の各日（取

引が成立しない日を除く）における日本証券業協会

が公表する当社普通株式の最終価格（以下、「最終

価格」という）の平均値に1.05を乗じて得た金額と

し、１円未満の端数は切り上げる。ただし、当該金

額が新株予約権発行の日の最終価格（当日に最終価

格がない場合は、それに先立つ直近日の最終価格）

を下回る場合は、新株予約権発行の日の最終価格を

払込金額とする。 

(6）新株予約権の権利行使期間 

 平成18年６月１日から平成23年５月31日までとす

る。 

３．平成16年３月26日開催の定時株主総会において、同

年４月１日付にて、当社が新設する１００％出資子会

社 株式会社コスト・イズに、当社の物流及び卸し事業

を会社分割し、承継することを決議いたしました。 

 

商号 株式会社コスト・イズ 

設立年月日 平成16年４月１日(予定) 

本社所在地 東京都港区六本木６丁目10番１号 

資本金 50,000千円 

出資比率 当社100％ 

決算期 12月 

事業内容 フランチャイズチェーン加盟店へ

の食材等の供給 
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